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は じ め に 

 
大分県教育委員会は、平成２３年３月１１日の東日本大震災という未曾有の災害を

契機に、南海トラフ巨大地震による津波発生を想定した「防災・避難対策マニュアル」

を同年９月に発刊しました。  
その後も、平成２４年には九州北部豪雨により県西部・北部が水害・土砂災害の被

害を受け、平成２６年には広島市の土砂災害や御嶽山噴火、平成２７年には関東・東

北豪雨による水害や口之永良部島新岳の噴火、平成２８年には熊本・大分地震や阿蘇

山の噴火が発生するなど、日本列島は様々な災害に見舞われてきました。  
中でも平成２８年の熊本・大分地震は、別府市や由布市、竹田市などが大きな被害

を受け、内陸の活断層による地震の脅威について認識を新たにすることとなりました。 
 我が国は四季の移ろいや美しい自然に恵まれた国ですが、地形や気象条件としては

災害を誘発しやすい要因を数多く持っています。  
 本県でもリアス式の海岸、勾配の急な河川、山地が多い地形、３つの活火山などの

地理的要因や、梅雨や台風による降水が多い気候などの要因が存在しており、大規模

な災害が起きる可能性があります。  
 このように災害は自然が相手であり、その発生を止めることはできませんが、被害

を減らすことは日常の防災対策や防災教育などの取組で可能です。  
 例えば、東日本大震災での岩手県釜石市立釜石東中学校における生徒の避難行動な

ど、防災教育によって命が助かった事例が実際にあります。  
大分県教育委員会では、平成２４年度から文部科学省の委託を受けて「防災教育モ

デル実践事業」を県内のべ２０校において実施し、地震・津波をはじめとして水害や

火山災害など地域の実情に応じた防災教育について研究を進め、その成果の普及に取

り組んできました。  
また、平成２８年に策定した「教育県大分」創造プラン２０１６では、安全・安心

な学校づくりを推進するため、実践的な防災教育の推進と地域の実情に応じた防災教

育に係る先進的な取組の普及を図ることとしています。  
 この「学校における防災教育の手引き」は、学校における防災教育のより一層の充

実を図るため、「防災・避難対策マニュアル」のうち防災教育に関する部分について、

児童生徒の発達段階に応じて体系的に整理したものであり、県内の防災教育の先進的

な取組の事例も多数掲載しております。  
 各学校において地域の実情に応じた実践的な防災教育を行うため、学校安全計画の

策定や防災教育の実践にあたり、この手引きを積極的にご活用願います。  
 

平成２９年５月  
 

大分県教育委員会教育長  
工藤 利明  
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１ 防災教育の基本的な考え方                         

 
１ 防災教育の目的と位置づけ 

 
（１）防災教育の目的 

 
①学校安全と防災教育 

  学校安全は、「安全教育」「安全管理」「組織活動」の三つの主要な活動から構成され、「生活安全」 
「交通安全」「災害安全」の三つの領域からなっています。 
安全教育の活動のうち災害安全の領域に関する活動が「防災教育」です。 

 

 
 
 ②防災教育のねらい 

  文部科学省の指導資料「「生きる力」を育む防災教育の展開」によれば、防災教育の主な目的は次 
の３つであるとされています。 

 
  ア 自然災害等の現状、原因及び減災等について理解を深め、現在及び将来に直面する災害に対 

して的確な思考・判断に基づく適切な意思決定や行動選択ができるようにする。 
 
  イ 地震、台風の発生等に伴う危険を理解・予測し、自らの安全を確保するための行動ができる 

ようにするとともに、日常的な備えができるようにする。 
 
  ウ 自他の生命を尊重し、安全で安心な社会づくりの重要性を認識して、学校、家庭及び地域社 

会の安全活動に進んで参加・協力し、貢献できるようにする。 
 
 （２）防災教育の位置づけ 

  平成２１年に施行された「学校保健安全法」の第２６条に学校安全に関する学校設置者の責務と 
して災害等により児童生徒等に生ずる危険を防止することと、児童生徒等に危険又は危害が現に生 
じた場合において適切に対処することができるよう必要な措置を講ずることが規定されています。 

 
また学習指導要領では、小・中学校・高等学校の学習指導要領総則第１の３において「学校にお 

ける体育・健康に関する指導は、発達段階を考慮して学校の教育活動全体を通じて適切に行うもの 
とする」とあります。 

安全教育の三領域

生活安全

不審者対策

熱中症

スポーツ事故

応急手当
など

交通安全

交通事故防止

災害安全

地震津波

水害

土砂災害

火山災害

など
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特に安全に関する指導については、「保健体育科の時間はもとより技術・家庭科、特別活動などに 
おいてもそれぞれの特質に応じて適切に行うよう努める」こととされています。 
 なお、社会や理科、家庭科など、様々な教科における学習から、災害のメカニズムや災害時の対 
処に役立つ知識が得られることから、これらの学習を防災という観点で推進することも大切です。 

 
２ 大分県における防災教育 

 
（１）大分県における防災教育の重点 

  平成２８年に策定された「教育県大分」創造プラン２０１６では、施策「基本目標３ 安全・安 
心な教育環境の確保」に、安全教育に関する施策として「３ 安全・安心な学校づくりの推進」が 
盛り込まれており、防災教育については次のように課題と現状を整理しています。 

 
 ・地震・火災を想定した防災教育は全ての学校で行われていますが、火山災害などの地域特有の 

自然災害については取組が十分ではないため、地域の実情に応じた防災教育・防災対策の充実 
が求められています。 
 

 また、課題を解決するための主な取組としては、次の２点を重点的に行うこととしています。 
  
 ・防災活動やボランティア活動等を実際に体験する実践的な防災教育の推進 
 ・「防災教育実践事例集」の活用促進など、地域の実情に応じた防災教育に係る先進的取組の普及 

 
（２）大分県の気象・地理的条件と災害 

  災害は、大雨などの異常な気象現象、急傾斜地・活断層などの地形の変動などが原因として発生 
します。 
そのため、防災教育を行う前提として、まずは大分県における気象特性や地形の特徴を知ってお 

く必要があります。 
 
 ①大分県の気象特性 

  大分県の気象の特徴から気象予報や警報の区域は、北部・中部・西部・南部に区分されています。 
特に西部は梅雨前線による大雨、南部は夏の台風や低気圧による大雨に特徴があり、過去も水害や

土砂災害が発生しています。 
 
 ②大分県の地理的条件と災害 

  ・山地が多い 
   大分県の約７割が山地であるため、県内各地で土砂災害の危険があります。 
 
  ・急勾配の河川 
   山地が多いため、河川の勾配が急で流れが速く、降雨時に急速に水位が上昇します。 
   そのため、水害の原因になります。 
 
  ・リアス式海岸 
   県の南部はリアス式海岸であり、津波到達時には津波高が増大する危険があります。 
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  ・活断層 
   日本全国で活断層がありますが、大分県にも別府湾から県西部にかけて「別府・万年山断層帯」 

という活断層の集まりがあり、過去も「慶長豊後地震」を引き起こしています。 
 
  ・活火山 
   大分県内には、鶴見岳・伽藍岳、由布岳、九重山の３つの活火山があり、いずれも過去に噴火 

した事例があります。 
 

  ・低地 
   前述したとおり、県内の７割が山地であるため、河川沿いや海岸に近い低地に市街地が形成さ 

れ人口が集中しており、水害や津波に被災した場合、被害が大きくなる可能性があります。 
 
 （３）地域の実情に応じた防災教育 

    このように、気象や地形と災害のリスクは密接に関係があるため、学校が立地する地域の気 
象特性や地理的条件を十分に検討したうえで防災教育を実施することが重要です。 

    例えば、県南部にあるリアス式海岸に立地する学校であれば、地形から高い津波に襲われる 
ことが想定されるほか、夏の台風の大雨という気象条件とリアス式海岸特有の海岸近くまで山 
が迫る地形から、土砂災害に関する教育も必要であることがわかります。 

    各市町村が「災害ハザードマップ」を作成して公開していますので、学校が立地する地域に 
どのような種類の災害の危険性があるか知ることができます。 
少なくともハザードマップで明らかな災害については必ず児童生徒に対して教育する必要が 

あります。 
 なお、ハザードマップは計算による予測であり、予想範囲を超えて津波の被害があった事例 
もあるため、学校が津波浸水区域に入っていなくても、隣接している場合や児童生徒の通学範 
囲に浸水区域が含まれている場合は、津波に対応した訓練や教育をするなどの対策が必要であ 
ると考えられます。 
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２ 防災教育の推進体制                             

 
１ 防災教育の指導の機会 

 
 学校における防災教育は、安全教育の一環として教育課程の各教科・科目、道徳、特別活動等に位

置付けられ、児童生徒等の発達段階や、各教科等それぞれの特質に応じて適切に実施されるものです。 
 このことから、実施にあたっては、関連する教科等の内容の重点の置き方を工夫したり、有機的関

連を図るなどして、教育活動全体を通じて行う必要があります。 
そのため、各学校で策定する「学校安全計画（学校保健安全法第２７条）」に盛り込むなど、計画的

な実施を図ることが必要です。 
 
２ 防災教育に関する組織的取組の推進 

 
 学校教育活動全体を通じた系統的・体系的な防災教育を推進するためには、学校組織全体が防災教

育に関する目標を共有して組織的に取り組むことが有効です。 
 そのため、管理職のリーダーシップの下、防災教育の中核となる教職員を中心として組織的な取組 
を的確に行える体制を構築する必要があります。 
 防災教育の活動は安全学習と安全指導から成り立ちますが、防災訓練などの安全指導を担当する教 
員については多くの学校で校務分掌に位置づけられています。 
 一方、児童生徒が教科等の学習を通じて防災に関する知識を身につけるための安全学習の校務分掌

上の位置づけが不明確な学校が多いため、今後は、教務を担当する組織に安全学習の計画の立案や実

施が担当する教員を位置づけるなどの取組が必要であると考えられます。 
 安全学習を担当する教員と安全指導を担当する教員が、防災教育を推進する上で、車の両輪のよう

に連携していくことが重要です。 
 
３ 防災教育に関する指導計画の作成 

 
（１）学校安全計画 

 
①学校安全計画の構成 

  学校保健安全法の規定に基づき、各学校が毎年作成する「学校安全計画」には、安全教育に関す 
る年間計画を、安全学習と安全指導に分けて記載することとされています。 
 安全学習と安全指導の内容は明確に区別されるものではなく、安全学習における指導内容と関連 
した安全指導を実施するような計画を立てることもできます。 

 

項目 安全学習 安全指導

目的
安全に関する基礎的・基本的事項を系統
的に理解し、思考力、判断力を高めること
をねらいとする。

安全の保持増進に関するより実践的な能
力や態度、望ましい習慣の形成を目指して
行う。

取組

体育科（保健領域）・保健体育科（保健）
を中心として、生活科、社会科、理科など
の関連した内容のある教科や道徳、総合
的な学習の時間における学習

学級活動・ホームルーム活動における安
全指導、防災訓練などの学校行事、生徒
会活動や部活動などにおける安全指導

安全教育
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②学校安全計画における防災教育の計画 

学校安全計画において防災教育の計画を立てる際の留意点を説明します。 
まず、安全学習では、保健体育、理科、社会などの教科における防災関連の単元に関して記載す 

るだけでなく、児童生徒が主体的に災害について学習できるよう「総合的な学習の時間」について 
も防災教育の内容を盛り込むとよいでしょう。 
 安全指導では、各学校の立地する地域の地形や気象条件、社会的状況を踏まえた防災教育を推進 
するため、想定される災害の種類に応じた防災訓練を計画してください。 
 理科で水の流れの働きについて学んだ後に、水害に備えた垂直避難訓練を実施するなど、安全学 
習で学んだ内容と関連した防災訓練を計画することも、有効な取組です。 
 
③計画の策定方法 

 学校安全計画の中の防災教育の計画を策定するときに、中心となる教員と各教科・各分掌の教員

が協働して作成すれば、校内全ての教職員が計画の内容を理解するとともに、より実効性のある計

画となります。 
 また、学校が、計画の策定段階から自治会やＰＴＡと積極的に連携を図り、地域や保護者が参加 
した防災訓練・学習会などを盛り込むと地域全体の防災力の向上にもつながります。 
 

（２）防災教育に関する指導計画 

  
 学校安全計画は、いわば安全教育の一年間の実施スケジュールに相当するものですが、もう一歩踏 
み込んで、校内で防災教育を体系的に実施するための具体的な計画を策定することも考えられます。 
 このような「防災教育に関する指導計画」を策定するうえで重要と思われる内容について説明しま

す。 
 
 ①防災教育 

  学校安全計画の策定と同様、防災教育は、地震等共通に指導すべき内容と地域の自然や社会の特 

性、実情等に応じて必要な指導内容等について検討し、家庭、地域社会との密接な連携を図りなが 

ら進める必要があります。 

まず、学習指導要領等における防災教育に関連する指導内容を整理し、課外指導等も含め各教科 

等の学習を相互に関連付けるなどして、教育活動全体を通じて適切に行えるようにします。例えば、 

各教科等の知識・技能、能力や態度を習得する学習を、道徳・特別活動・総合的な学習の時間とい 

った教科等の枠を超えた学習と関連付けたりすることが考えられます。 

防災教育には災害の直接の原因となる郷土の「自然」を知る必要がありますが、そのとき自然の 

恐ろしさだけでなく、自然が人間生活に恩恵を与えていることも理解させる必要があります。 

 （例：火山と温泉、海と水産業など） 

児童生徒の防災に対する関心を高めるため、「朝の会」や「帰りの会」等を活用して、国内の他 

の地域や海外で発生した自然災害や防災対策に関する事象や新聞記事等を題材として児童生徒等に 

情報提供し、考えや想いを共有する場を設けるといった取組も有効です。 

 また、地域の災害の歴史を学ぶことは、将来起こる災害の被害や避難、復興の過程をイメージす 

るのに有効であるため、郷土史家等と連携して取り組むとよいでしょう。 

 

②防災訓練 

  防災訓練の計画を立てるに当たっては、学校の立地条件や校舎の構造等を十分考慮し、地震、津 

波、水害、火山災害等多様な災害を想定してください。 
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児童生徒等が様々な場所にいる場合にも自らの判断で安全に対処できるよう休憩時間や清掃時間 

放課後等、想定する場面を時には変えてみることも必要です。 

また、学級（ホームルーム）活動等との関連を図り、事前・事後の指導を行い、自然災害の種類 

やその発生のメカニズム、それらの災害によって引き起こされる危険からの避難の方法等について 

理解させるとともに、訓練の反省事項についてもよく指導し、訓練の効果が高められるように配慮 

してください。 

 なお、発災直後の避難対応を訓練する避難訓練だけでなく、避難所開設訓練（避難所生活体験） 

や保護者への児童生徒の引渡訓練など、避難後の対応に関する訓練も実施すれば、防災対策として 

有効であるとともに、災害の状況を具体的にイメージすることができる有効な機会となります。 

これらの防災訓練の実施に際しては、地域の消防署や警察署、市町の防災担当課、防災アドバイ 

ザー等と連携して、計画・実施・評価・改善のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）を確立し、継続して 

いくことが大切です。 

 

③職員研修 

  教職員の防災に関する意識を啓発し、防災教育に関する指導力の向上を図るため、校内でも防災 

教育・安全管理に関する教職員の研修を実施する必要があります。 

研修の講師については、気象台や国土交通省、県砂防課などの行政機関や、大学教員、防災ＮＰ 

Ｏなどの専門家を活用することも可能なので、学校安全・安心支援課まで相談してください。 

 

４ 家庭、地域社会と連携した防災教育の取組 

 

学校における防災教育は、家庭や地域社会の関係機関・団体の理解や協力を得ながら、教科、道徳、 

総合的な学習の時間、特別活動等において、計画的・組織的に進めることが必要です。 

しかしながら、自然災害は、児童生徒が学校にいるときに発生するとは限らず、むしろ家庭や地域 

にいるときに発生する可能性が高いといえます。 

また、生涯にわたり災害に適切に対応できる能力を育て、生きる力をはぐくむためには、家庭や地 

域においても実践的な防災教育が行われることが望ましいといえます。 

 

（１）学校からの情報発信 

 

学校で指導していることをホームページや学校だより等で家庭や地域に知らせることや、保護者 

や地域住民が参加する防災学習会を設定するなど防災教育について積極的な情報発信をしてくださ 

い。 

 

（２）家庭や地域での教育機会 

 

学校における防災教育との密接な関連を図りながら、家庭や地域で実践的な教育の機会を設定し、 

家庭や地域の一員としての自覚を育てながら、児童生徒の災害に適切に対応する能力を育成する必 

要があります。 

例えば、家庭における家族会議を促すことや、地域の消防署や公民館等による防災に関する講座 

への参加や地域と学校の合同防災訓練の実施等が考えられます。 

さらに、児童生徒等が地域の一員として役割を持ち、地域の防災訓練に積極的に参加できる体制 

を整えることも重要です。 

このような地域社会や家庭における多様で主体的な活動が、地域社会や家庭の教育力を向上させる 
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とともに、将来地域を担うべき児童生徒等の災害対応力の向上を促すものと考えます。 

 

５ 外部人材を活用した防災教育、防災指導の推進 

 

防災対策や、防災分野の研究は、本県においても様々な行政機関や研究者が取り組んでいますが、それ

らの機関では業務の一環として防災関係の普及啓発に取り組んでいる事例が数多くあります。 

また、県内には消防士経験者や防災士などが参加したＮＰＯ法人があり防災に関する普及啓発活動を行 

っています。 

これらの機関や団体と連携した防災教育を実施することにより次のような効果が期待できます。 

 

〇災害のメカニズムやその被害想定などを、より深く学ぶことができる 

〇教育・研修のプログラムや資料が各機関・団体により準備されているため教職員の負担が軽減できる 

〇より実践的な防災訓練を計画・実施することができる 

 

県内で防災関係の普及啓発をしている主な関係機関・団体としては、次のとおりです。 

 

 

 

 

平成２９年４月現在

機関・団体名 担当課・係・担当者等 分野 学校で実施可能な講座等

大分地方気象台  防災気象官 気象全般
・津波ワークショップ
・大雨ワークショップ

国土交通省
大分河川国道事務所

 調査第一課 河川
・水防災に関する出前講座
（大分川・大野川など）

大分県土木建築部
砂防課
土砂災害防止対策班

土砂災害
（土石流・がけ崩れ・
地すべり等）

・土砂災害に関する学習
（小学校理科）などのゲスト
ティーチャー

大分大学教育学部 准教授　小山　拓志　氏 地理学 防災教育に関する講演会等

大分大学工学部 准教授　小林　祐司　氏
都市計画・地域計画・
防災/減災

防災教育に関する講演会等

日本赤十字社大分県支部  事業推進課 防災教育全般
青少年赤十字防災教育
プログラム

ＮＰＯ法人
レスキュー・サポート九州

代表理事
木ノ下　勝矢　氏

消防・防災 防災訓練企画・研修等全般

ＮＰＯ法人
大分県防災活動支援センター

事務局長
清松　幸生　氏

防災 防災訓練企画・研修等全般
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６ 防災教育推進のための連絡会議等の開催 

 

 これまで説明したとおり、防災教育や防災対策を進めるためには、行政機関や地域住民、保護者と連 

携した取組が有効です。これら関係者との連携を深めて継続していくためには、各学校において防災教 

育を推進するための「連絡会議」等を組織して定期的に話合う場を設定することが望ましいと考えられ 

ます。 

 

 

           防災教育推進のための会議の例（佐伯支援学校） 

 

（１）会議のメンバーと開催時期 

 

  ①会議のメンバーの例  

   ・自治会代表 

   ・保護者代表 

・市町村防災担当者    

   ・消防署 

   ・警察署 

   ・消防団や自主防災組織（防災士会等） 

   ・郷土史家 

 

  ②開催時期の例 

   ・年度当初 

   ・防災訓練の前 

   ・当年度の防災教育を評価し、翌年度の計画を策定する時期 

 

（２）協議する内容の例 

   ・学校における防災教育の計画の策定や評価 

   ・地域や保護者が参加する防災関係の学校行事の計画（学習会等）への協力依頼 

   ・地域で想定される災害と避難方法（市町村の避難計画の確認） 

   ・学校が避難所となる場合の具体的対策や役割分担 

   ・児童生徒の地域貢献（ボランティア活動等） 

   ・地域の災害史に関する学習 
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７ 防災教育の評価と改善 

 

 はじめに説明したとおり、防災教育は学校の教育活動全体を通じて計画的に実施するものですから、

各年度において、計画・実施・評価・改善のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）を確立し、継続してい 

くことが大切です。 

 

（１）評価の時期 

 

 評価する時期は防災訓練の後で、翌年度の学校安全計画等を作成する前がよいでしょう。 

 第５節で述べた連絡会議等を開催する学校では、この会議の場を使って、関係者に当年度の防災教育 

の取組を評価してもらえば、多くの関係者の意見を反映することができます。 

 

（２）評価する項目 

 

 評価する項目については次のようなものが考えられますが、各学校の実情に応じて項目を設定してく 

ださい。 

 

 

学校の防災教育の評価項目（例）

区分 項目

学習指導要領に基づき、防災関連の教科学習を適切に行っているか
（例）　小学校理科「流水のはたらき」が水害に関連

上記以外の教科学習において防災教育的要素を取り入れているか
（例）　数学において方程式を用いて津波からの避難開始時間を計算
　　　　国語において防災に関する新聞記事を活用
　　　　美術において防災ポスターを作成

保護者や地域住民が参加する取組が行われているか

児童生徒が災害について主体的に調べ、発表させるような取組が行われているか

災害の被災者の体験を聞いたり、読んだりする機会を設けているか

防災教育に関するＤＶＤなど視聴覚教材を活用しているか

防災訓練について、学校の立地する自然環境から想定される災害に対応した訓練を
実施しているか

防災訓練について停電や校舎損壊、けが人の発生など、具体的な被害への対応を想
定しているか

防災訓練について消防署やアドバイザーからの指導助言はあったか

ホームルーム活動においても防災教育を取り上げているか

安全学習

安全指導
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（３）改善の取組 

  評価を行った後は、具体的な改善策を考えて、次年度の計画に反映させていく取組が重要です。 

全ての項目を一度に改善できない場合は、優先順位を付けて改善を図っていきましょう。 

 具体的な改善策を考えるのが難しい場合は、学校安全・安心支援課に相談してください。参考にな

る取組や、県内の防災関係の専門家を紹介します。 
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３ 発達段階に応じた防災教育                         

１ 発達段階に応じた防災教育の目標 

 

ア

イ

ウ

※

※ 当該校種の目標段階に達していないと判断した場合は、下の段階に戻って目標を設定する。

防
災

教

育
の

目
標

障がいのある児童生徒等については、障害の状態、発達段階等に応じて、個別の目標を設定する。

出典：「生きる力を」を育む防災教育の展開（文部科学省　平成２５年）を元に一部改編

　自然災害等の現状、原因及び減災等について理解を深め、現在及び将来に直面する災害に対して、的確な思考・判断に基づく適
切な意志決定や行動選択ができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(知識、思考・判断)

　地震、台風の発生等に伴う危険を理解・予測し、自らの安全を確保するための行動ができるようにするとともに、日常的な備えがで
きる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（危険予測、主体的な行動）

　自他の生命を尊重し、安全で安心な社会づくりの重要性を認識して、学校、家庭及び地域社会の安全活動に進んで参加・協力し、
貢献できる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（社会貢献、支援者の基盤）

【高等学校段階における防災教育の目標】

安全で安心な社会づくりへの参画を意識し、地域の防災活動や災害時の支援活動において、適切な役割を自ら判断し

行動できる生徒

【幼稚園段階における防災教育の目標】

安全に生活し、緊急時に教職員や保護者の指示に従い、落ち着いて素早く行動できる幼児

【中学校段階における防災教育の目標】

日常の備えや的確な判断のもと主体的に行動するとともに、地域の防災活動や災害時の助け合いの大切さを理解し、

すすんで活動できる生徒

【小学校段階における防災教育の目標】

日常生活の様々な場面で発生する災害の危険を理解し、安全な行動ができるようにするとともに、他の人々の安全に

も気配りできる児童

ウ 社会貢献、支援者の基盤

・事前の備えや災害時の支援につ

いて考え、積極的に地域防災や災

害時の支援活動に取り組む。

イ 危険予測・主体的な行動

・日常生活において知識を基に正しく

判断し、主体的に安全な行動をとるこ

とができる。

・被害の軽減、災害後の生活を考え備

えることができる。

・災害時には危険を予測し、率先して

避難行動をとることができる。

ア 知識、思考・判断

・世界や日本の主な災害の歴史や原

因を理解するとともに、災害時に必要

な物資や支援について考え、日常生

活や災害時に適切な行動をとるため

の判断に生かすことができる。

イ 危険予測・主体的な行動

・日常生活において発生する可能性

のある様々な危険を予測し、回避す

るとともに災害時には地域や社会全

体の安全について考え行動すること

ができる。

ア 知識、思考・判断

・災害発生のメカニズムの基礎や

地域の災害例から危険を理解する

とともに、備えの必要性や情報の活

用について考え、安全な行動をとる

ための判断に生かすことができる。

ウ 社会貢献、支援者の基盤

・地域の防災や災害時の助け合い

の重要性を理解し、主体的に活動に

参加する。

ア 知識、思考・判断

・地域で起こりやすい災害や地域に

おける過去の災害について理解し、

安全な行動をとるための判断に生

かすことができる。

・被害を軽減したり、災害後に役立

つものについて理解する。

イ 危険予測・主体的な行動

・災害時における危険を認識し日常

的な訓練等を生かして、自らの安全

を確保することができる。

ウ 社会貢献、支援者の基盤

・自他の生命を尊重し、災害時及び

発生後に、他の人や集団、地域の

安全に役立つことができる。

ア 知識、思考・判断

・教師の話や指示を注意して聞き理

解する。

・日常の園生活や災害発生時の安

全な行動の仕方が分かる。

・きまりの大切さが分かる。

イ 危険予測・主体的な行動

・安全・危険な場や危険を回避する

行動の仕方が分かり、素早く安

全に行動する。

・危険な状況を見付けた時、身近

な大人にすぐ知らせる。

ウ 社会貢献、支援者の基盤

・高齢者や地域の人と関わり、自分

のできることをする。

・友達と協力して活動に取り組む。
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２ 幼稚園等における防災教育 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【学習内容】 

領域 学習内容等 

健康 
・危険な場所・危険な遊び方、災害時などの行動の仕方が分かり、安全に気を付

けて行動する。 

行事等 

・近隣の小・中学校・高校と合同の避難訓練の実施 

  ※小学校等の児童生徒が園児を避難誘導することにより、「共助」 

  を体験することができる。 

・保護者と連携した引き渡し訓練の実施 

 
 【実践事例】 臼杵公園のひなん道をお兄ちゃんおねえちゃんに教えてもらおう 
        （カトリック臼杵幼稚園・臼杵市立臼杵小学校） 

 
 
 
 
 
 

【幼稚園段階における防災教育の目標】 

安全に生活し、緊急時に教職員や保護者の指示に従い、落ち着いて素早く行動できる幼児 

ア 知識、思考・判断 

・教師の話や指示を注意して聞き

理解する。 

・日常の園生活や災害発生時の安

全な行動の仕方が分かる。 

・きまりの大切さが分かる。 

イ 危険予測・主体的な行動 

・安全・危険な場や危険を回避す

る行動の仕方が分かり、素早く安

全に行動する。 

・危険な状況を見付けた時、身近

な大人にすぐ知らせる。 

ウ 社会貢献、支援者の基盤

・高齢者や地域の人と関わ

り、自分のできることをす

る。 

・友達と協力して活動に取り

組む。 
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３ 小学校における防災教育 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【学習内容】 
 
 ①低学年 

学年 教科領域等 学習内容等 

低学年 

生活 

・地域の人々と適切に接することや安全に生活することができる。 

・公共物や公共施設を大切にし安全に気を付けて正しく使用することができ

る。 

 ※身近に津波避難施設や内水氾濫対策のための排水機場等の防災 

 施設がある場合は、そうした場所を組み込んだ「まちしらべ」を行う。 

・自分たちの生活や地域の出来事を身近な人々と伝え合う活動を行い、身

近な人々とかかわることの楽しさが分かり、進んで交流することができるよう

にする。 

道徳 

・健康や安全に気を付け、規則正しい生活をする。 

・生きることを喜び、生命を大切にする心をもつ。 

・進んで家の手伝いなどをして、家族の役に立つ喜びを知る。 

特別活動 

・健康で安全な生活態度を育成する。 

・防災訓練等において、災害に応じた行動ができる。 

 

【小学校段階における防災教育の目標】 

 日常生活の様々な場面で発生する災害の危険を理解し、安全な行動ができるようにするとともに、他の

人々の安全にも気配りできる児童 

ア 知識、思考・判断 
・地域で起こりやすい災害や地

域における過去の災害について

理解し、安全な行動をとるため

の判断に生かすことができる。 
・被害を軽減したり、災害後に

役立つものについて理解する。 

イ 危険予測・主体的な行動 
・災害時における危険を認識

し日常的な訓練等を生かし

て、自らの安全を確保するこ

とができる。 

ウ 社会貢献、支援者の基盤 

・自他の生命を尊重し、災害

時及び発生後に、他の人や集

団、地域の安全に役立つこと

ができる。 
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②中学年 
学年 教科領域等 学習内容等 

  国語 

・目的に合わせて書こう 

※防災に関する意識をアンケート調査し、グラフを作成してポスター発表す

る。 

  算数 

・面積を求めよう 

※地域のハザードマップから津波や洪水の浸水予想範囲を調べ、その面積

を計算してみる。 

中学年 

社会 

・地域社会における災害及び事故の防止について、見学・調査したり資料を

活用したりして調べ、人々の安全を守るための関係機関の動きとそこに従事

している人々や地域の人々の工夫や努力を考えるようにする。 

 ア 関係機関は地域の人々と協力して、災害や事故の防止に努めている。 

 イ 関係の諸機関が相互に連携して、緊急に対処する体制をとっている。 

体育 
・健康の大切さを認識するとともに、健康によい生活について理解できるよう

にする。 

道徳 

・自分でできることは自分でやり、よく考えて行動し、節度のある生活をする。

・生活を支えている人々や高齢者に、尊敬と感謝の気持ちをもって接する。 

・生命の尊さを感じ取り、生命あるものを大切にする。 

・郷土の伝統と文化を大切にし、郷土を愛する心をもつ。 

総合的な 

学習の時間 

・ＤＶＤや写真を見せながら、大きな地震や津波の時にとるべき行動を考え

る。 

・地域の災害を調査し学習する。 

特別活動 

・健康で安全な生活態度を育成する。 

・防災訓練等において、避難の方法について理解し安全に行動できる。 

【実践事例】総合的な学習の時間「地震や津波の時、自分たちの命を守る方法を知ろう」 
      （佐伯市立松浦小学校） 
【実践事例】総合的な学習の時間「東渓小校区のハザードマップづくり」 
      （日田市立東渓小学校） 
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③高学年（その１） 
学年 教科領域等 学習内容等 

高学年 

社会 

・我が国の国土の環境が人々の生活や産業と密接な関連をもっていることを

理解する。（第５学年） 

 イ 国土の地形や気候の概要、自然条件から見て特色ある地域の人々の

生活 

 エ 国土の保全などのための森林資源の働き及び自然災害の防止 

 ※国土交通省や県関係課などと連携して、治水事業や治山事業、砂防事

業等に関する授業を実施することも考えられる。・・Ｐ７参照 

・我が国の情報産業や情報化した社会の様子について調べ、情報化の進展

は国民の生活に大きな影響を及ぼしていることや情報の有効な活用が大切

であることを理解する。（第５学年） 

 イ 情報化した社会の様子と国民生活のかかわり 

・我が国の政治の働きについて調べ政治は国民生活の安定と向上を図るた

めに大切な働きをしていること、現在の我が国の民主政治は日本国憲法の

基本的な考え方に基づいていることを考えるようにする。（第６学年） 

 ア 国民生活には地方公共団体や国の政治の働きが反映していること 

理科 

・流水の働きと土地の変化の考えをもつことができる。（第５学年） 

 ア 流れる水には、土地を浸食したり、石や土地などを運搬したり堆積させ

たりする働きがあること 

 ウ 雨の降り方によって、流れる水の速さや水の量が変わり、増水により土

地の様子が大きく変化する場合があること 

・雲の動きなどを調べ、天気の変化の仕方についての考えをもつことができ

る。（第５学年） 

 ※気象台と連携して「大雨ワークショップ」を実施することも考えられる。 

 ・・Ｐ７参照 

 ア 雲の量や動きは、天気の変化と関係があること 

 イ 天気の変化は、映像などの気象情報を用いて予想できること 

・土地やその中にある物を観察し、土地のつくりや大地のでき方を調べ、大

地のつくりと変化について理解する。（第６学年） 

 ア 土地は、礫、砂、泥、火山灰及び岩石からできており、層をつくって広が

っているものがあること 

 イ 地層は、流れる水の働きや火山の噴火によってでき、化石が含まれて

いるものがあること 

 ウ 土地は、火山の噴火や地震によって変化すること 
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③高学年（その２） 
学年 教科領域等 学習内容等 

高学年 

国語 

・新聞記事を読み比べよう 

 ※災害に関する新聞記事を読み比べ、意見の違いを読み取る。 

・資料を活用して書こう 

 ※様々な災害に関する統計資料を活用し、意見文を書く。 

算数 

・体積の計算 

※１時間当たりの雨量（単位㎜）と面積から、ある地域で１時間に降る雨水

の体積を計算する。雨量が多いと洪水になることを理解する。 

・単位量当たり 

※自分たちの学校の体育館が避難所になったと想定して、避難者数から１

人当たりの広さを求める。（通路の広さを考える場合も計算する） 

社会 

・我が国の国土の環境が人々の生活や産業と密接な関連をもっていること

を理解する。（第５学年） 

 イ 国土の地形や気候の概要、自然条件から見て特色ある地域の人々の

生活 

 エ 国土の保全などのための森林資源の働き及び自然災害の防止 

 ※国土交通省や県関係課などと連携して、治水事業や治山事業、砂防事

業等に関する授業を実施する。 

・我が国の情報産業や情報化した社会の様子について調べ、情報化の進

展は国民の生活に大きな影響を及ぼしていることや情報の有効な活用が大

切であることを理解する。（第５学年） 

 イ 情報化した社会の様子と国民生活のかかわり 

・我が国の政治の働きについて調べ政治は国民生活の安定と向上を図る

ために大切な働きをしていること、現在の我が国の民主政治は日本国憲法

の基本的な考え方に基づいていることを考えるようにする。（第６学年） 

 ア 国民生活には地方公共団体や国の政治の働きが反映していること 

理科 

・流水の働きと土地の変化の考えをもつことができる。（第５学年） 

 ア 流れる水には、土地を浸食したり、石や土地などを運搬したり堆積させ

たりする働きがあること 

 ウ 雨の降り方によって、流れる水の速さや水の量が変わり、増水により

土地の様子が大きく変化する場合があること 

・雲の動きなどを調べ、天気の変化の仕方についての考えをもつことができ

る。（第５学年） 

 ※気象台と連携して「大雨ワークショップ」を実施することも考えられる。 

 ア 雲の量や動きは、天気の変化と関係があること 

 イ 天気の変化は、映像などの気象情報を用いて予想できること 
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４ 中学校における防災教育 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【学習内容】 

校種 教科領域等 学習内容等 

中学校 

国語 

・調べたことを報告しよう 

※熊本地震や九州北部豪雨など県内や近県で起きた災害について調査し、

レポートにまとめて発表する。 

算数 

・方程式 

※方程式を用いて津波からの避難開始時刻を計算する（津波の速度を時速３

０㎞として計算）その結果、沿岸部にいる人は津波が見えてからの避難では間

に合わないことを理解する。 

・一次関数 

※津波の速度から時間とともに津波が進む距離を一次関数のグラフで説明す

る。 

・確率 

※南海トラフ地震や地域の活断層による地震の発生確率を調べる。 

社会 

・国内の地形や気候の特色、自然災害と防災への努力を取り上げ、日本の 

自然環境に関する特色を理解する。 

・地域の地形や気候などの自然環境に関する特色ある事象を中核として、 

自然環境が地域の人々の生活や産業などと深い関係を持っていることや、 

地域の自然災害に応じた防災対策が大切であることなどについて考える。 

 ※市町村の災害ハザードマップを用いて地形と災害について考えてみる 

 取組等が考えられる。 

・身近な地域における諸事象を取り上げ調査などを行い、地域の課題を見い 

だし地域社会の形成に参画しその発展に努力しようとする態度を養う。 

 

【中学校段階における防災教育の目標】 

 日常の備えや的確な判断のもと主体的に行動するとともに、地域の防災活動や災害時の助け合い

の大切さを理解し、すすんで活動できる生徒 

ア 知識、思考・判断 

・災害発生のメカニズムの基礎や 

地域の災害例から危険を理解する

とともに、備えの必要性や情報の

活用について考え、安全な行動を

とるための判断に生かすことがで

きる。 

イ 危険予測・主体的な行動 

・日常生活において知識を基に正しく

判断し、主体的に安全な行動をとるこ

とができる。 

・被害の軽減、災害後の生活を考え備

えることができる。 

・災害時に危険を予測し、率先して避

難行動をとることができる。 

ウ 社会貢献、支援者の基盤 

・地域の防災や災害時の助け合い

の重要性を理解し、主体的に活動

に参加する。 
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【学習内容】 
校種 教科領域等 学習内容等 

中学校 理科 

・岩石、地層、地形などの観察を通じて、地表に見られる様々な事物・現象

を大地の変化と関連づけて理解させ、大地の変化についての認識を深め

る。 

 ア 火山と地震 

   （ア）火山の形、活動の様子及びその噴出物を調べ、それらを地下の 

   マグマの性質と関連づけてとらえるとともに、火山岩と深成岩の観察 

   を行い、それらの組織の違いを成因と関連づけてとらえる。 

   （イ）地震の伝わり方と地球内部の働き 

   地震の体験や記録を基に、その揺れの大きさや伝わり方の規則性 

   に気付くとともに、地震の原因を地球内部の働きと関連付けてとらえ 

   地震に伴う土地の変化の様子を理解する。 

   ※県生活環境部が保有する地震体験車「ユレルンダー」を活用すれば

   大地震の揺れの大きさを体験することができる。 

 ウ 日本の気象 

  （ア）天気図や気象衛星画像などから、日本の天気の特徴を気団と関連

  付けてとらえる。 

  （イ）気象衛星画像や調査記録などから、日本の気象を日本付近の大 

  気の動きや海洋の影響に関連付けてとらえる。 

・身近な気象の観察、観測を通じて、気象要素と天気の変化の関係を見い

ださせるとともに、気象現象の仕組みと規則性についての認識を深める。 

 ア 気象観測 

   （ア）校庭などで気象観測を行い、観測記録から気温、湿度、気圧、 

   風向などの変化と天気との関係を見いだす。 

 イ 天気の変化 

   （ア）霧や雲の発生についての実験や観察を行い、そのでき方を気圧、

   気温及び湿度の変化と関連付けてとらえる。 

   （イ）前線の通過と天気の変化を暖気、寒気と関連付けてとらえる。 

 ウ 日本の天気の特徴 

   （ア）天気図や気象衛星画像などから、日本の天気の特徴を気団と 

   関連付けてとらえる。 

   （イ）気象衛星画像や調査記録などから、日本の気象を日本付近の 

   大気の動きや海洋の影響に関連付けてとらえる。 

・自然がもたらす恵みと災害などについて調べ、これらを多面的、総合的に

とらえて、自然と人間のかかわり方について考察する。 

  英語 
※日本にいる外国人向けに,災害時の避難等の方法について英語で説明

する文を考えてみる。 

【実践事例】理科「水の圧力～津波の力を科学的に捉えよう～」（佐伯市立蒲江翔南中学校） 
【実践事例】保健体育「応急手当の意義と手順」（佐伯市立蒲江翔南中学校） 
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【学習内容】 
校種 教科領域等 学習内容等 

中学校 

保健体育 

・障害の防止について理解を深めることができるようにする。 

   （ア）交通事故や自然災害による障害は、人的要因や環境要因などが 

   かかわって発生する。 

   （イ）自然災害による障害は、災害発生時だけでなく、二次災害によって

   も生じること。また、自然災害による障害の多くは、災害への備えや 

   安全な避難により防止できる。 

   （ウ）応急手当を適切に行うことによって、障害の悪化を防止できる。 

   応急手当には心肺蘇生法等がある。 

   ※地元消防署の救急隊と連携して実施すると、より実践的な学習が 

   できる。 

技術・家庭 

・基礎的な日常食の調理ができる。 

 ※防災訓練の際に炊き出しや非常食体験をすることも考えられる。 

・家庭の安全を考えた室内環境の整え方を知り、快適な住まい方を工夫する

ことができる。 

道徳 

・生命の尊さを理解し、かけがえのない自他の生命を尊重する。 

・奉仕の精神をもって、公共の福祉と社会の発展に努める。 

・地域の一員としての自覚をもって郷土を愛し、社会に尽くした先人や高齢者

に尊敬と感謝の念を深め、郷土の発展に努める。 

総合的な 

学習の時間 

・地域の自然環境について体験的、探求的な学習をする。 

・地域の災害史を調査し、過去から現在の防災対策について学習する。 

・地域の防災について学習し、災害時に地域の一員としての心構えや役割を

考える。 

特別活動 

・健康で安全な生活態度を形成する。 

・学校生活の充実や改善向上を図る活動を行う。 

・学校行事への協力に関する活動を行う。 

・地域や近隣の学校と連携して、実践的な防災訓練を実施する。 

・野外活動においてサバイバルスキルを身に付ける。 

・ボランティア活動など社会奉仕の精神を培う活動を体験する。 

【実践事例】総合的な学習の時間「防災意識の大切さを知り、地域の一員としての避難所運 
営の手引きを作ろう」（中津市立城北中学校） 
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５ 高等学校における防災教育 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【学習内容】 

校種 教科領域等 学習内容等 

高等学

校 

国語 
（漢文）※発展学習として災害を記録している漢文の文書を取り上げてみる 

例 東日本大震災（貞観地震 「日本三代実録」） 

地理歴史 

（世界史Ｂ） 

・自然環境の特色と自然災害のかかわりについて、生業や暮らし、交通手段、

資源、災害などから適切な歴史的事例を取り上げて考察し、世界史学習に 

おける地理的視点の重要性に気付く。 

（地理Ａ） 

・我が国の自然環境の特色と自然災害のかかわりについて理解するととも

に、国内にみられる自然災害の例を取り上げ、地域性を踏まえた対応が大切

であることなどについて考察する。 

理科 

第１ 科学と人間生活 

・身近な自然景観の成り立ちと自然災害について、太陽の放射エネルギーに 

よる作用や地球内部のエネルギーによる変動と関連付けて理解する。 

第８ 地学基礎 

・火山活動と地震の発生の仕組みについて理解する。 

・日本の自然環境を理解し、その恩恵や災害など自然環境と人間生活との 

かかわりについて考察する。 

第９ 地学 

・地震波の伝わり方に基づいて地球内部の構造を理解する。 

・プレート境界における地震活動の特徴とそれに伴う地殻変動などについて 

理解する。 

・海水の運動や循環及び海水と大気の相互作用について理解する。 

 

【高等学校段階における防災教育の目標】 

 安全で安心な社会づくりへの参画を意識し、地域の防災活動や災害時の支援活動において、適切な

役割を自ら判断し行動できる生徒 

ア 知識、思考・判断 

・世界や日本の主な災害の歴史

や原因を理解するとともに、災

害時に必要な物資や支援につい

て考え、日常生活や災害時に適

切な行動をとるための判断に生

かすことができる。 

イ 危険予測・主体的な行動 

・日常生活において発生する

可能性のある様々な危険を予

測し、回避するとともに災害

時には地域や社会全体の安全

について考え行動することが

できる。 

ウ 社会貢献、支援者の基盤 

・事前の備えや災害時の支援

について考え、積極的に地域

防災や災害時の支援活動に取

り組む。 
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【学習内容】 

校種 教科領域等 学習内容等 

高等学

校 

理科 

（物理） 

・波の伝わり方 

※波の干渉・反射・屈折・回折などの原理から津波の高さと地形の関係などを

考える。 

英語 

※東日本大震災や熊本地震などを海外のメディアが英語でどう伝えているか

調べる。また、避難所に外国人観光客が避難した場合を想定した英会話を行

ってみる。 

家庭 

第１ 家庭基礎 

・生涯を通して家族・家庭の生活を支える福祉や社会的支援について理解し、

家庭や地域及び社会の一員としての自覚をもって共に支え合って生活する 

ことの重要性を認識する。 

第２ 家庭総合 ・ 第３ 生活デザイン 

・高齢者の心身の特徴や高齢社会の現状及び福祉などについて理解し、 

高齢者の生活の課題や家族、地域及び社会の果たす役割について認識 

するとともに、高齢者の自立生活を支えるための支援の方法や高齢者と 

かかわることの重要性について考える。 

・家庭と地域とのかかわりについて理解させ、高齢者や障がい者など様々な

人々が共に支え合って生きることの重要性を認識し、家庭や地域及び社会の

一員として主体的に行動することの意義について考える。 

保健体育 
・適切な応急手当は障害や疾病の悪化を軽減できる。応急手当には正しい 

手順や方法がある。心肺蘇生法等の手当は速やかに行う必要がある。 

総合的な 

学習の時間 

・地域の自然環境について体験的、探求的な学習をする。 

・地域の災害史を調査し、過去から現在の防災対策について学習する。 

・地域の防災について学習し、災害時に地域の一員としての心構えや役割を 

考える。 

特別活動 

・行政機関や地域住民と連携して、災害時に援助者となる取組を体験する。 

・専門学科の生徒が学科特性を生かした防災対策等を考えてみる。 

・ボランティア活動など社会奉仕の精神を培う活動を体験する。 

 
【実践事例】特別活動「臼杵市総合防災訓練における高校生による避難所運営」 
      （大分県立臼杵高等学校） 
【実践事例】特別活動「火山災害からの避難訓練」（大分県立別府青山・別府翔青高等学校） 
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６ 特別支援学校における防災教育 
 
（１）目標 
 
 〇幼稚園、小学校、中学校及び高等学校における指導内容に準ずるとともに、児童生徒一 

人一人の障がいの状態、発達の段階、特性及び地域の実態等に応じて、適切な目標を設 
定する。 

 
【学習内容】 

学部 教科領域等 学習内容等 

小学部 生活 
・健康で安全な生活をする。 

・身近な公共施設や公共物を利用し、その働きを知る。 

中学部 

社会 
・日常生活に関係の深い公共施設や公共物などの働きが分かり、それらを

利用する。 

理科 

・人の体の主なつくりや働きに関心をもつ。 

・日常生活に関係の深い事物や機械・器具の仕組みと扱いについての初歩

的な知識をもつ。 

 ※気象や地震なども取り上げるとよい。 

職業・家庭 

・道具や機械、材料の扱い方などが分かり、安全や衛生に気を付けながら

作業や実習をする。 

・家庭生活に必要な衣服とその着方、食事や調理、住まいや暮らし方などに

関する基礎的な知識と技能を身に付ける。 

道徳 

・個々の児童又は生徒の知的障害の状態や経験等に応じて、適切に指導

の重点を定め、指導内容を具体化し、体験的な活動を取り入れるなどの工

夫を行う。 

総合的な 

学習の時間 

・体験活動に当たっては、安全と保健に留意するとともに、学習活動に応じ

て、小中学校の児童生徒などと交流及び共同学習を行うよう配慮する。 

特別活動 

・災害時を想定した学校環境整備に生徒も参加する。 

・避難訓練とともに非常食体験など実施に災害に被災したときの対応を経験

する。 
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【学習内容】 

学部 教科領域等 学習内容等 

高等部 

社会 
・公共施設や公共物などの働きについての理解を深め、それらを適切に利用

する。 

理科 

・人の体の主なつくりや働きを理解する。 

・生活に関係のある物質の性質や機械・器具の構造及び働きについて理解

し適切に取り扱う。 

職業・家庭 

・道具や機械の操作に慣れるとともに、材料や製品の扱い方を身に付け、 

安全や衛生に気を付けながら作業や実習をする。 

・被服、食物、住居などに関する実習を通して、健康で安全な生活に必要な 

実際的な知識と技能を習得する。 

道徳 

・内容の指導にあたっては個々の生徒の知的障害の状態や経験等に応じ

て、適切に指導の重点を定め、指導内容を具体化し、体験的な活動を取り入

れるなどの工夫を行う。 

・保護者や地域の人々の積極的な参加や協力を得るなど相互の連携を図る

よう配慮する。 

総合的な 

学習の時間 

・体験活動に当たっては、安全と保健に留意するとともに、学習活動に応じ

て、高等学校の生徒などと交流及び共同学習を行うよう配慮する。 

特別活動 

・災害時を想定した学校環境整備に生徒も参加する。 

・避難訓練とともに非常食体験など実施に災害に被災したときの対応を経験

する。 

 
【実践事例】生活「火山噴火の危険を知り、命を守るため大切なことを考えよう」 
      （大分県立南石垣支援学校） 
【実践事例】特別活動「防災講習会及び避難所生活体験」（中津支援学校） 
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資料  

（１）防災教育の実践事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 



 



【実践事例】
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　　実践事例１　臼杵公園のひなん道をおにいさんおねえさんに教えてもらおう

　　　　　　　　　～臼杵小学校との交流学習を通じて～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カトリック臼杵幼稚園



【実践事例】
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　　実践事例２　地震や津波の時、自分たちの命を守る方法を知ろう

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐伯市立松浦小学校
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命を守りぬくために主体的に学び行動することができる児童の育成 

日田市立東渓小学校  

 

Ⅰ 学校規模および地域環境 

１ 学校規模 

 学級数７   児童数８２   職員数１６ 

 

２ 地域環境 

本校は、日田市の南東部にあり、標高１５０ｍ～３００ｍに位置し、恵まれた自然環境の中で、

国道２１０号線沿いや傾斜地、谷間、台地に集落が点在している場所に位置する。平成２４年度に

旧馬原小学校・旧丸山小学校・旧台小学校・旧桜竹小学校の４校が統合して誕生した。そのため、

地区ごとに固有の地域性を持ち、小規模校だが校区が大変広く、ほとんどの児童がバス通学である。 

校舎は谷間にあり、裏は崖（土砂災害危険個所）、崖下には矢瀬川が流れており、地域の避難場

所には指定されていない。 

４月１４日、１６日の熊本・大分地震では、校区に大きな被害はなかったが、飲み水が濁った地

域や、数日間の避難所生活を余儀なくされた地域に居住する児童もいた。 

 

Ⅱ 取組のポイント 

  【１】訓練の目的を明確にし、全校一斉避難訓練、及び引き渡し訓練を行い、実効性のあるマニ

ュアルの作成に取り組んだ。 

  【２】低学年、中学年、高学年が、それぞれの最終的な目標（成果物）を決め、計画的に防災学

習に取り組んだ。 

 

Ⅲ 取組の概要 

１ 取組の趣旨やねらい 

  本校は前後を山に挟まれ、裏手に崖や川があることで、大雨の際に崖崩れや洪水・土石流が心配

される。いざという時に最善の避難をし、全員の命を守れるように準備をしておく必要がある。そ

のため、全校一斉避難訓練、及び、児童引き渡し訓練に取り組み、マニュアルを見直した。 

また、垂直避難訓練後、「もし、このように３階に避難し、そのまま学校に宿泊しなくてはなら

なくなった場合に必要なものは何か？」について児童に考えさせ、非常用リュックの用意（個人の

備蓄）につなげた。 

また、研究テーマである「命を守りぬくために主体的に学び行動することができる児童の育成」

を目指し、１・２年生は、学校の近くを流れる川と下流の川（三隈川）の様子を比べ「自分たちが

暮らす地域の環境を知る」学習を計画した。３・４年生は、学校の周りや自分の家の周りを調べて、

『地域のハザードマップ』を作り、「自分たちが暮らす地域の危険個所」に目を向け、安全な行動

について考えられるようにした。５・６年生は、様々な災害について体験したり、映像で確かめた

りしながら水害への備えや対策の提言をまとめた『防災手帳』を作成し、学習したことを全校児童

や保護者・地域へ発信することとした。 

【実践事例】
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実践事例３　東渓小校区のハザードマップづくり

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日田市立東渓小学校



２ 取組の内容・方法等 

（１）全校の取り組み：小中合同避難訓練 

 ◆第１回小中合同避難訓練 

① 日 時 平成２８年５月１１日(水)  １３時３０分 ～１５時２０分 

② 参加者 東渓小学校児童：８２名 教職員：１５名 

③ ねらい ア 洪水や土砂災害発生の可能性が高まった中で、早期に下校するために必要な 

       行動や心構え等について体験を通して理解の促進を図る。 

イ 洪水や土砂災害発生により早期の帰宅が困難になった場合の避難所施設（学

校施設）の活用のあり方や小中学生が安心して避難所で過ごすための方策につ

いて体験を通して理解の促進を図る。 

ウ 職員のめあてを明確にし、場面ごとの対応の在り方の問題点を洗い出す。 

  ④ 課題と対策 

   ア 避難場所であるが、増水時に橋を渡る危険性を考えると中学校に避難すべきではない。 

   イ 並び方は下校班より学年別のほうが把握しやすい。また、移動のたびに人数確認が必要。 

   ウ 避難時に児童が不安にならないように、読み聞かせの本などがあるとよい。 

 ◆第２回小中合同避難訓練 

① 日  時 平成２８年１０月１９日(水)  １３時３０分 ～ １４時５０分 

② 参 加 者 東渓小学校児童：８２名 教職員：１５名 

③ 想定災害 大雨が続いているにもかかわらず矢瀬川の水が減ったため、自然ダムの決壊等

による急激な増水が懸念され、決壊すれば本校校舎の１階部分も浸水する可能性

がある。 

④ ね ら い ３階への垂直避難の際の問題点を見つけマニュアルに反映させる。 

⑤ 課題と対策 ア 対策本部で決まったことは、職員集合で伝達する。 

        イ バスで下校させる場合はバス担当が名前プレートで確実に確認を行う。 

        ウ 非常持ち出し品の整理、およびケースの準備（整理をし、表示も付けた。） 

 (２)全校の取り組み：学校待機・引き渡しマニュアルによる引き渡し訓練 

◆緊急の児童引き渡し（６月２２日） 

  ① 状 況 訓練前のこの日、大雨のため午後「避難勧告」が発令された。下校時にスクール

バス６台中４台が運行不可となり、４台のバスに乗車する児童を保護者へ引き渡す

こととした。「緊急時引き渡しカード」を活用し、マニュアルに沿って実施した。 

② 課題と対策（引き渡しを行って明らかになったこと） 

ア 迎えに来るのが遅くなった保護者がいた。⇒メール配信の際、引き渡しの時間を区切り、

遅れるところは連絡してもらう。３０分以上連絡がないところには学校からかける。 

イ 中学校と時間のずれがあった。⇒同じバスを利用するので細かい連携が必要。 

ウ 人員配置について⇒運動場出口はいなくても大丈夫なので、忙しかった受付に回す。 

エ 引き渡しカードが使いにくい⇒項目を見直し、できるところは○印で。 

オ 保護者送迎の児童、学童へ行く児童も、きちんと確認して引き渡す。 

  ◆学校待機・引き渡しマニュアルによる引き渡し訓練（７月１２日） 

① 訓練の目的：災害・事件事故発生時に児童の安全を確保し、保護者等へ確実に引き渡す。 

② 引き渡しをする場合の基準 

ア スクールバスの運行が不能の場合 

イ 通学路の安全が確保されている場合(児童・引き取り人の安全確保) 

③ 課題と対策 ア 学校配信メールに登録してない保護者に、登録を再度呼び掛ける。 

        イ 日中、連絡がつかないところが多いため緊急連絡先の見直しが必要。 
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二つの川が一つになってるよ 

（３）学年ごとの取り組み：第１・２学年実践報告（生活科）   

① はじめに 

     学校のすぐ裏を矢瀬川が流れ、下校時やプールの行き帰りなどで橋を渡る際に子どもたち

は川をよく眺めている。４月に玖珠川河川敷で鮎の放流をした。自分たちが放流した鮎が川

に戻ってきているかなと関心を持って眺めることもあった。学校からも川を見ることができ、

「カメがいる」「アヒルがいる」「魚が泳いでいる」など、普段の生活の中で川とのつなが

りも深い。たくさん雨が降ると川の水が濁ったり、水が増えたりして川の様子が変わること

を実際に見てよく知っている。そこで、川の上流や下流では川の様子はどうなっているか見

学して、川への関心を深める学習をすることにした。 

② 取り組みの内容・方法 

     ○単元名：矢瀬川の上流、下流を見てみよう 

    ○ねらい：矢瀬川、玖珠川の上流や下流では川の様子が違うことを知る。 

    ○単元計画 

次 時 題  目 学 習 内 容 

１ 

 

 学校の近くの川

を見てみよう 

学校の近くを流れる矢瀬川や玖珠川を見学し、場所によって川

の様子が違うことを知る。 

２ 

 

 三隈川の様子を

見てみよう 

矢瀬川や玖珠川の下流の三隈川を見学したり、朝霧の館での説

明を聞いたりして、学校の近くの川の様子との違いを知る。 

③ 取り組み（授業）の様子 

     ○川の上流を見て、学校の裏の矢瀬川の様子 ○川の下流（三隈川）を見学し、学校の近

とはどんな違いがあるのか比べてみた。   くの川との様子の違いを比べてみた。 

                         

 

 

   

 

 

④ 実践の成果 

      学校の横を流れている矢瀬川の上流や下流を見学して川の様子が違うことを知ることが

できた。上流では「小さい川が２つくっついて１つの川になった」「学校の横の川に比べ

て水の量が少なかった」ことがわかった。川を下りながら様子を見学して川の周りに草が

いっぱい生えているところ、渕になっているところ、護岸工事や砂防堤防があることを見

つけた。矢瀬川が玖珠川に合流するところでは「川の上流と比べて水がとても多い」「川

がとても大きい、川の幅が広い」ことがわかり場所により川の様子は違うことが分かった。  

      三隈川の見学では、せきから勢いよく流れる大量の水を見て「こわい」「声が聞こえな

い」と圧倒されていた。下流に行くほど川が大きくなり水の量も多いことがわかった。    

      三隈川交流センター「朝霧の館」では、平成２４年７月におきた九州北部豪雨のＤＶＤ

を見て、川や周りの様子が一変したことに大変驚いていた。川は災害を起こすこともある

と知り、どうしたら身を守ることができるか考えるきっかけになった。

また、川を監視するシステムや災害が起きないように川の水を調整して

流す装置を見学し安全を守ってくれている人がいることを知った。 

⑤ 残された課題 

      今回の学習で学校の近くの川を見学して、場所によって川の様子の違いを知ることがで

きた。さらに学習を深めて、危険なところはないかを意識して生活できるようにしたい。  

１
～
３ 

１
～
４ 

学校の近くの川が写ってい

るよ（朝霧の館）

家の近くの川は

どこに流れてい

るのかな？ 

川の中に階段があるよ。 
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（４）学年ごとの取り組み：第３・４学年実践報告 （総合的な学習の時間）   

① はじめに 

     ３・４年生は、１・２年生の生活科の学習で学校の周りの様子や施設について、また，

社会科の学習で校区の特徴について調べるなど、自分たちが住む地域について学習してき

た。しかし、毎日登校時に見る自分の家の周りや通学路の様子にはあまり関心がなく、様

子を尋ねても答えられない子が多い。家庭でも、家の周りで遊ぶ子は少なく、移動も車な

ので、あまり周辺に目を向ける環境ではない。しかし、昨今の災害で実際に避難を経験し

たり、避難訓練を重ねたりと、災に関する意識は高まっており、今までとは違った視点（家

の周りの危険箇所、災害を防ぐための対策施設など）で、自分たちの住む地域を見ていく

ことで災害に対する備えをしていくことの必要性を考えさせたい。 

② 取り組みの内容・方法 

     ○単元名： 身の周りで想定される災害について考える 

～東渓小校区のハザードマップ作りを通して～ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次 時 題  目 学 習 内 容 

１ 

 

 

 

１ 災害から身を守る

って？ 

○自然災害とはどんなものか知り、どうやったら身を守るこ

とができるのかを考える。 

２ 

３ 

ハザードマップを

見てみよう 

 

○「日田市災害ハザードマップ」を見て、どんな情報が表示

されているのかを確認する。 

○東渓小の付近の洪水や土砂災害の危険箇所を調べる。 

○自分の家の位置を確認し、自分の家の周りの洪水や土砂災

害の危険箇所を調べる。 

４ 

５ 

 

危険箇所を見に行

こう 

 

○「日田市災害ハザードマップ」で確認した東渓小の付近の

洪水や土砂災害の危険箇所を実際に行って確かめ、どのよう

な場所が危険だと想定されているのか知る。 

○災害を防ぐための対策施設を実際に見て確かめ、災害への

備えがなされていることを知る。 

２ ６ 

(夏

季休

業  

中) 

自分の家の周りを

調べよう 

○自分の家の周りの危険箇所（大雨，台風，地震などで）に

ついて実際に目で見て確かめ、写真を撮ったり，絵に表した

りして、どのような危険があるのか表にまとめる。 

○家の周りの地図を書き、調べたことを付け加えて、自分の

家の周りのハザードマップをつくる。 

７ 

８ 

校区のハザードマ

ップを作ろう 

○家の周りのハザードマップを基に調べたことを同じ地区に

住む友だちに説明し互いの家の近くの危険箇所を確認する。

○「日田市災害ハザードマップ」に、自分たちが調べてきた

ことを書き入れ、自分たちのハザードマップをつくる。 

９ 

１０ 

自分の住む地区の

危険箇所を知ろう 

○自分の住む地区の危険箇所を実際に見て回り、どのような

場所が危険なのか確かめる。  

３ １１ 

（公

開研

） 

大雨による災害に

ついて学ぼう 

○災害の様子を具体的に知り、想定場面でどう行動するか班

で話し合うことを通して、大雨による災害時に、身を守るた

めにはどう行動すればよいか考える。（大分地方気象台から

ゲストティーチャーを招いて公開授業を行う。） 

４  水害対策施設を見

に行こう 

○ダムを見学し、治水施設であるダムは水害対策としての役

割があることを知る。 

１２～

１４ 
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○ねらい：校区や家の周りにはどんな危険があるのかを実際に見たり、ハザードマップを作

ったりすることで知り、日頃から災害に備えようとする気持ちを育てる。 

    ○単元計画（※ 気象用語については随時指導する） 

③ 取り組み（授業）の様子 

     ＜１学期＞ 

    「日田市災害ハザードマップ」を見る 

        東渓小の校区は３枚の日田市災害ハザードマップに分かれている。それぞれ、河川氾濫時

の浸水想定区域とその水深および土砂災害の危険箇所を示し、避難場所や災害時の関連施設

などを表示している。地図の大まかな見方を確認し、川のまわりは浸水想定区域になってい

ること、山の近くにはがけ崩れ、土石流、地滑りが起こりやすい範囲が多いことなどに、気

づくことができた。また、自分の家のある位置を近くの友だちと地図を見ながら探し、自分

の家の周りがどんな災害の危険箇所なのか、色分けを見ながら確かめていた。「ぼくの家は

川のそばだから、雨がたくさん降ると危ない」「家の裏が山だから、この前雨がたくさん降

ったとき、避難した」など、自分の体験とマップの内容を重ねて考えられる子どももいた。 

    東渓小付近の危険箇所を実際に見る 

     東渓小は、玖珠川に流れ込む矢瀬川が裏を流れており、その 

横は急な崖になっている。日田市災害ハザードマップによると、 

がけ崩れの危険箇所に入っている。どのような地形や様子が危 

険なのかを確かめるために、実際に見に行ってみた。日ごろ何 

気なく見ている場所だが、改めて見てみると、がけの高さ、植 

えられている木の様子、川の幅、流れる水の様子など、初めて 

気づいたことも多かったようだ。 

     対策施設もあり、どんな目的で造られたものか、考えることができた。見つけた対策施

設の役割について、４年生が３年生に説明している姿も見られた。 

   

 

 

 

 

＜夏季休業中＞ 

    自分の家の周りのハザードマップづくり    

     自分の家の周りの危険箇所（大雨，台風，地震などで）について、実際に目で見て確か

め，まとめる活動を夏季休業中に各自で行った。１学期中に学校周辺を見ていたので、イ

メージしやすかったようで、大雨がたくさん降ったら、地震がきたらなど、いろいろな災

害を想定して確認することができていた。家庭にも協力を仰ぎ、様子が伝わるよう写真を

撮ったり、絵に表したりして、具体的に説明できるようにまとめることができた。 

     学級の中や３・４年生で調べたことを交流した時には、写真を指さしながら説明するな

ど、家の周りの様子をよく理解し、伝えようとしていた。 

  

  

 

 

 

 

教
室
前
の
３
階
廊
下

か
ら
見
え
る
「
の
り
わ

く
工
」 

学
校
の
そ
ば
に
あ
る
家

の
裏
手
の
「
よ
う
へ
き

工
」 ここから一番

近い避難所は

東渓中学校だ

ね。ハザード

マップにもの

っていたね。 

夏休みに、自分の家の周り

の危ない場所を調べた。大

雨や地震などが起きたら

どうなってしまうのか、想

像しながら、各自家の周り

を確かめた。気になる場所

の様子や説明をくわしく

書いている。 

調
べ
た
こ
と
を
も
と
に

し
て
・
・
・ 

様子と説明を

絵地図に表し

た。矢印を入れ

たり、写真に番

号を付けたり

して工夫し、調

べたことと危

険箇所の位置

がすぐにわか

るようにした。 
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＜２学期＞ 

校区のハザードマップを作る 

     ３・４年生の子どもたちを、住んでいる地区ごとに３つのグ 

   ループ（日田市災害ハザードマップによる）に分け、調べてき 

たことを日田市災害ハザードマップに表した。「洪水」、「が 

 け崩れ、地滑り、土石流」は付箋で色分けし、どのような危険 

 があるか記述したものを貼った。また、子どもたちが撮った写 

真や絵なども貼り、具体的にどんな様子なのか、危険箇所・対 

策施設をわかりやすく伝えられるように工夫した。家が近くの子どもたちは、「ああ，あ

そこね」と互いに危険箇所を確認したり、「これはここじゃない？」と地図で一緒に場所

を探したりなど、自分の地区への関心を深めていた。 

 

 

 

 

 

 

    ＜３学期＞ 

    (大山ダム)の見学  

治水施設であるダムには水害対策としての 

 役割がある等の説明を受けた。子どもたちから 

は、「洪水を防ぐために作られたこと」「自然 

環境を守る努力をしていること」などが分かっ 

たとの感想が出された。また、平成２４年の洪 

水のとき、大山ダムは完成前であったが、水をためることができ、下 

流が洪水にならなくて済んだこともわかった。 

    ４年生公開授業（研究発表会） 

     第４学年は１月１７日の研究発表会の際、気象台からゲストティーチャーを招き「経験

したことのない大雨、そのときどうする？」の学習を公開授業で行った。与えられた条件

の中でどう行動すればよいのか話し合いを通して考えることができた。（詳細は次頁参照） 

④ 実践の成果と課題        

     周りを山で囲まれ、そばを川が流れるような環境に暮らす子どもたちが多いので、自分の

周りにも災害がおこりうるという意識を持たせることは必要だと考える。自分の安全は自分

で守れるように、まずは身近にある危険な場所を知っておくことが大切であろう。この学習

を通して実際に調べたことで、日ごろ何気なく見ている景色の中にも災害の危険が潜んでい

ること、また、何らかの対策が施されていることに気づくことができた子どもが多かった。

このような見方は子どもたちが成長し、この地域を離れたとしてもきっと役に立つだろう。 

     知ることができた後は、災害時にどう行動するか考える力が 

 必要になってくる。今回、家の周りの危険箇所調べは、保護者 

も一緒になって取り組んでいただいた。どのように避難するの 

か、家族とどう連絡をとるのか、非常時に持ち出すものは・・・ 

などは，普段から家族と相談し準備しておいてもらいたいことで 

ある。家庭と連携しながら，保護者も子どもも意識を高めていけ 

るような防災学習にも取り組む必要がある。 

自分の家の場所を確認し、同じ地区の子

どもと交流した後、日田市災害ハザード

マップに表した。緑の付箋は「がけ崩れ、

地滑り、土石流」、黄色の付箋は「洪水」

に関することを書いている。細い付箋の

所には、写真を貼る予定である。 

-32-



【実践事例】
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実践事例４　水の圧力～津波の力を科学的に捉えよう～

　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐伯市立蒲江翔南中学校
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【実践事例】
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実践事例５　応急手当の意義と手順

　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐伯市立蒲江翔南中学校
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【実践事例】
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実践事例６　防災意識の大切さを知り、地域の一員としての避難所運営
　　　　　　の手引きを作ろう

　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中津市立城北中学校
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【実践事例】
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実践事例７　臼杵市総合防災訓練における高校生による避難所運営

　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大分県立臼杵高等学校
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火山災害に対する生徒・教職員の防災意識を高める 

～まず自分自身の命を守るために～ 

大分県立別府青山・別府翔青高等学校

 

Ⅰ 学校の規模及び地域環境 

１ 学校規模 

    学級数２１ 生徒数７９６ 職員数８３ 
２ 地域環境 

    学校は、「温泉日本一」を称する別府市内に位置し、背後に鶴見岳や伽藍岳、眼下に

別府湾を望む、典型的な火山による扇状地に立地している。 
 

Ⅱ 取組のポイント 

【１】 全生徒に対する生徒自らによる研修体験を発表させる取組をした。 

【２】 教師の意識を高めるために、防災アドバイザー等による研修を行った。 

【３】 避難訓練を実施し、意識の向上を図ると共に問題点の把握に努めた。 

 

Ⅲ 取組の概要 

１ 取組の趣旨やねらい 

    別府は温泉で名高い地域であり、火山活動と密接に関係している。学校の背後には

鶴見岳や伽藍岳といった活火山を擁し、火山噴火を常に意識していなければならない

環境である。しかし、ここ数百年は大規模な噴火もなく、火山災害を意識しないで生

活する状況が生徒・保護者のみならず教職員にもある。 
    ２０１４年の御嶽山噴火で、火山災害の恐ろしさを再認識させられる中、本校にお

いても火山噴火災害への対応に着手していたところだった。 
    今回の事業では、実践委員会を中核とした計画立案により、生徒や保護者、教職員

の防災に対する意識や知識を高めるとともに、家庭や地域と連携した学校防災教育の

推進を意図した。 
    特に、生徒自身の研修体験等を生徒自身に発表させ、火山噴火や地震などの災害に

対して自らの命を自ら守るために適切に判断し主体的に行動する態度を育成すること

を狙いとした。 
    ２０１６年４月に発生した「熊本・大分地震」では、別府市も大きな被害を受け、

避難生活を余儀なくされた生徒・保護者も少なくなかった。この経験により、今回の

事業に対する生徒・保護者の理解が加速され、より現実味のある取組となった。 
    
２ 取組の内容・方法等 

 （１）「熊本・大分地震」への対応 
   本校の計画した取組内容・方法について述べる前に、４月に発生した上記地震への対

応を記す必要がある。１６日（土）未明の地震に対応し、すぐその日に校舎の被害状況

の確認と生徒の安否確認を行った。１８日（月）に全校集会を開き、生徒に災害時の避

【実践事例】
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　　実践事例８　火山災害に対する生徒・教職員の防災意識を高める

　　　　　　　　　～まず自分自身の命を守るために～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大分県立別府青山・翔青高等学校



難場所、連絡方法を再確認させた（避難確認カード）。時宜を得た取組となり、その後の

火山災害への対応を真剣に考え、取り組む基盤となったと考えられる。 
 
 （２）生徒による研修と発表 
   ５月の中旬に生徒研修の場所として、教員２名で事島原の「がまだすドーム」を中心

に事前視察を行った。「がまだすドーム」での学芸員または語り部による研修と旧大野木

場小学校跡やみずなし本陣など被災の状況が保存されている場所の研修を計画した。 
   事業の概要が固まり、６月上旬に火山災害被災地視察研修の募集案内を行ったところ、

１年次生３名、２年次生３名、３年次生５名の計１１名の応募があった。事前の学習で、

班編成と研修テーマの決定を行った。テーマはそれぞれ「火山噴火災害時の避難」、「火

山の仕組み」、「高校生にできるボランティア活動」となった。学習会を重ねる中で、研

修に応答した生徒・保護者の防災に対する意識の高さを感じた。 
   7 月２５日（月）～２７日（水）の島原「がまだすドーム」を中心とした研修では、

施設内での体験型研修と、実際に被災地跡に訪れて語り部による解説を受ける現地研修、

研修テーマに沿った質疑応答を中心とした館内研修に、それぞれ意欲的に取り組んでい

た。 
 
 
 
 
 
 
   研修後、パソコン教室を利用した研修のまとめ作業と１１月の公開研究発表会の原稿

作成に取りかかった。各班とも、係分担をしながら取り組むことができた。１０月から

３年次生は進路決定の時期と重なる多忙の中でも、リーダーシップを発揮し１１月の公

開研究発表会での発表を成功させることができた。 
   公開研究発表会の生徒発表では、身を乗り出してスクリーンを見入る生徒がいるほど、

様々な工夫がされていた。 
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（３）教職員研修 
   ５月の研修は、「防災教育モデル実践事業」で火山災害について本校が実践校になった

こととその趣旨、今後の取組の概要を教職員に知らせるだけにとどまった。 
   ６月の研修は、防災教育アドバイザーによる防災講話「『命を守る』教育実現に向けて」

を実施した。別府という地域の成り立ちが歴史的、地理的観点から説明され、５月時の

研修とは大きく意識が変化して、アドバイザーに質問が相次いだ。火山噴火時の対応に

ついて、「命を守る」ことを第一に行動するためのノウハウを学ぶことができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （４）避難訓練の実施と問題点の把握 
   実践委員会では、避難訓練を実施する前に、どの災害を想定した避難訓練なのかを明

確にすべきという意見が出された。今年度は火山噴火災害に対しての避難を想定してい

たので、前年度に策定した避難場所が最新のデータに叶うのかという確認から行った。

結果として前年度の避難場所「実相寺サッカー場」は、火砕流や土石流を考慮したとき

安全とは言いがたく、できるだけ海に近い方が適当であると結論づけられた。 
   避難場所は「的ケ浜公園」と決定し、避難経路についても「富士見通りを下る」こと

となった。実践委員会では、別府市企画部危機管理課でも現在対応策を策定中とのこと

で、暫定的な面はあるが現時点での避難場所、避難経路を上記とした。 
   さらに、避難行動を始めるタイミングに議論が及び、火山噴火レベルに応じて学校の

動きを進めていくことになった。 
   第１回避難訓練を７月８日（金）に実施した。地震による火災発生を想定し、学校敷

地内の避難場所へのスムーズな移動、集合を狙いとしていたが、雨天のため、防災アド

バイザーによる体育館での講演を実施した。「災害時に『命を守る』ためにどう行動すべ

きか、何を知らなければならないか」等について分かりやすい講演で生徒は熱心に聞い

ていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
   第２回避難訓練は１０月１３日（木）に行った。火山噴火災害を想定した訓練で、生
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徒だけではなく教職員の動きも考慮した。事前の実践委員会で防災アドバイザーから示

唆のあった避難時要配慮者への対応と、避難時のマスク着用及び頭を保護する携行物の

指示を訓練に取り入れた。要配慮者への対応は、訓練前日朝礼時に各学次部に該当生徒

の把握と避難時の担当者と対応を確認した。また、避難の途中で困りを感じた生徒はビ

ブスを着た職員に声を掛けるよう担任から生徒に伝達し、職員を避難経路に配置した。

訓練の５日前、１０月８日（土）に阿蘇山が噴火し火山灰が大分市、別府市にも飛来し

たことも重なって、避難時のマスクの着用、頭部の保護について生徒にその意図がよく

伝わった。 
   第２回の訓練が火山噴火レベルによって行動していること、避難の方法、避難場所等

事前のホームルームで生徒に指導した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 実践の成果 

 （１）生徒による研修と発表 
発表会終了後のアンケートでは、生徒発表に対する評価が高く、生徒の防災意識の高

まりに大きく寄与できた結果となった。生徒自身の研修を生徒自身が発表するというこ

とで、より共感が生まれやすく、発表を主体的に聞くことができた一般生徒が多かった。 
アンケート結果から、特に「高校生にできるボランティア活動」に対して、自らの問

題として捉える傾向が見られ、災害が起きた場合の活動の意欲を感じることができた。 
 
 （２）職員研修 
   火山噴火災害について研修することはほとんどの教職員にとって初めてで、２０数年

前の島原普賢岳の噴火災害の記憶がある程度であった。研修の目的は、火山災害に対す

る正しい知識を得ると共に、「命を守る」ためにどう行動するかを学ぶことであった。 
   防災アドバイザーによる研修の中で、上記の目的について具体的に、別府地域の地理

的、歴史的成り立ちについて知ることができた。火山噴火災害について正しい知識を得

て、火山噴火災害をより実感することができた。 
   避難の際に要配慮者への対応や保護者への引き渡し等についての視点の示唆もあり、

研修後には、教職員の大半に火山噴火災害に対する意識に変化が生じ、火山噴火災害を

より現実的に捉えることができるようになった。 
 
 （３）避難訓練の実施と問題点の把握 
   実践委員会の中で、県、市、学校、ＰＴＡとの意見のすりあわせができて、火山噴火

レベルでの対応と避難場所、避難経路についての確認ができた。 
   火山噴火レベルによる避難訓練は、マスクの着用を義務づけたことで、火山噴火時の

降灰を生徒・教職員共に意識させることができ、地震時や火災時の避難訓練との差別化

を図ることができた。この訓練では学校内での集合場所までの移動のスムーズさと、降

灰の対応、要配慮者の把握と避難を狙いとした。生徒の動きはおおむね満足できるもの
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であった。事前のホームルームでの指導と４月の地震被害、１０月の降灰により、より

高い意識で実施でき、「命を守る」とういう観点が生徒に浸透しつつあったと考えられる。 
   ９月１日（木）「防災の日」に、「災害用伝言ダイヤル(171)」の操作方法確認を教室で

行ったこと、また、１１月４日（金）に緊急地震速報発報端末を活用した校内避難訓練

により、生徒が自ら「命を守る」という意識を促すことができた。 
    
４ 課題等 

 （１）生徒による研修と発表 
   今年度は、「防災教育モデル実践事業」の中での取組となったので、生徒の募集からの

計画を実行することができたが、来年度以降、組織的に計画的に継続することができる

かが課題の一つである。 
   生徒によるボランティア活動について、今年度は熊本で余震が続いたこと、７月に災

害につながるような雨が降ったこと、「南阿蘇支援ボランティア竹田ベースキャンプ」が

閉所されたことで今年度の活動はできなかった。生徒のボランティア活動とボランティ

ア団体とをつなぐ学校の役割の位置づけや手続き、教員の組織作りなど検討すべき課題

がある。 

 
 （２）職員研修 
   今年度については、防災教育アドバイザーによる講話及び公開研究発表会での講演・

発表により、火山噴火災害に対する意識啓発ができた。災害については、時間の経過と

共に意識が「風化」してしまうことが危惧される。定期的な研修をどんなテーマで実施

していくかの年次的計画が望まれる。 
 
 （３）避難訓練の実施と問題点の把握 

今年度は、「防災教育モデル実践事業」で、他団体を含んだ実践委員会が開催できた。

組織を越えた取り決めが必要な場面が想定されることから、今後の連携体制については

課題が残った。 
火山噴火レベルについては教職員についてもその理解と対応について、職員研修通じ

て正しい知識、最新の情報を習得・共有しなければならない。その上で、避難計画の点

検・見直しが必要である。そのために、別府市企画部危機管理課と連絡を密にし、主な

情報ソースである「別府市防災マップ」の最新情報を入手できるようにしておく必要が

ある。また、それぞれの関係機関が連携して組織的に活動できるように、自衛隊や警察、

自治会や関係機関を交えた横断的協議が、今後も更に必要である。 
学校としては、災害時の持ち出しに関して、紙データとして持ち出すものと電子デー

タとして持ち出すものを整理し、災害時に備えておく必要がある。 
生徒の避難訓練は、災害はいつ発生するか分からないことから、避難場所、避難経路

について、新学期早々に周知する必要がある。来年度は、４月の新入生歓迎遠足時に、

避難訓練を実施し、学校敷地内での集合場所と火山噴火災害時の避難場所、避難経路を

周知する予定である。 
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自分の命を自分で守ろうと、主体的に行動できるために 

～噴火が及ぼす影響をどう理解させ、とるべき行動をどうイメージさせればよいか～ 
大分県立南石垣支援学校 

 

Ⅰ 学校の規模及び地域環境 

１ 学校規模 

学級数 ３２（小学部１１  中学部９  高等部１２） 

児童生徒数 １２４名（小学部３５名  中学部３７名  高等部５２名） 

教員数 ６６名 

２ 地域環境 

本校のある別府市は、西に鶴見岳・伽藍岳の山々、東に南北方向に走る海岸線をもつ別府

湾にはさまれた扇状地に広がる温泉地である。本校は、別府市の中央から南東側の海抜４０m

弱の位置にある。南に境川が流れ、西に隣接して境川小学校、北には地域の公園のある、静

かな住宅街の中ある。学校をはさみ通称幸通りと鶴高通りと呼ばれる歩道の整備された幹線

道路が東西を通る。 

 

Ⅱ 取組のポイント 

実践委員会の助言を受け、火山災害に係る防災教育の充実と防災体制の整備に取り組んだ。 

【１】実践委員会の開催 

【２】安全（防災）教育手法の開発・普及 
【３】安全（防災）管理体制の構築・強化 

 

Ⅲ 取組の概要 

１ 取組のねらい 

鶴見岳・伽藍岳は、大きく噴煙を上げたり火山灰を降らせたりする火山ではない。このため、

日常において「火山であることを意識」することが難しい火山であり、万が一噴火した場合は、

甚大な被害が及ぶことについて意識することは少ない。 
知的障がい特別支援学校である本校には、車いすの利用者はいないものの全児童生徒が要配

慮者である。静かに見える鶴見・伽藍岳ではあるが、明日にでも噴火するかもしれない。鶴見

岳・伽藍岳が火山であることを認識させ、火山噴火について理解させ、主体的に適切な避難行

動をとらせ自分の命を守ることのできる児童生徒を育てることが急務である。 
地震、火災避難については実践の蓄積があるものの、火山噴火に係る取組ははじめてである。

防災アドバイザーを中心に構成される実践委員会の助言を受けながら、学校の校内防災体制を

整備するとともに、見慣れた地域の山が噴火することの理解、イメージを持ちにくい児童生徒

への火山噴火に係る防災教育の開発に取り組む。 
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～噴火が及ぼす影響をどう理解させ、とるべき行動をどうイメージさせればよいか～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大分県立南石垣支援学校



２ 取組の内容 

（１）実践委員会の開催 
３回の実践委員会を開催した。 

期 日 内   容 

Ｈ２８／６／１５ 防災教育全体の課題分析と実践的な取組に係る計画の検討 

Ｈ２８／１１／９ 第１回実践委員会以降の取組の報告と協議 

Ｈ２９／１／１８ 第２回実践委員会以降の取組の報告と協議 

 
（２）安全（防災）教育手法の開発・普及 

ア 各教科・領域における防災教育の観点からの指導内容の実践的な見直し 
① 夏季休業中、各教科・領域、合わせた指導の内容を防災教育の観点から検討した。 

冬季休業中、防災教育の観点からの再評価、見直しをおこなった。 
② 火山噴火に係る本校の課題から設定したテーマのもと、訓練と関連づけスモール 

ステップで、実際の活動をとおした体験的な事前学習や生活単元学習を実施。 
・小学部（１０／２１、１０／２７、１０／２８） 
・中学部（１２月に入り各学年毎に６～１０時間） 
・高等部（９／１６～９時間）（資料３） 
＊公開授業（１２／１６） 

イ 避難訓練を中心に、実際活動を通した取組 
７月 災害地図、スクールバス（SB）運行時災害対応マニュアルを作成 
８月 SB 模擬訓練を実施。 
９月 非常食の試食（生活単元学習の内容）。 

１０月 噴火に係る避難訓練を実施（小学部は、行事としての参加） 
１２月 段ボールパーティションなどの避難所体験の学習。 

１月 地震・火災避難訓練の実施。 
 
（３）安全（防災）管理体制の構築・強化 

ア 防災アドバイザー他による研修と先進地視察研修 
７月 防災職員研修（講師：防災アドバイザー） 
８月 島原、桜島への視察研修。 

１２月 職員研修（講師：実践委員） 
イ マニュアル作成、非常用食料の備蓄、防災無線の設置等、防災設備等の整備 

６～７月 マニュアル作成 
８月 防災メール・備蓄食料について保護者へ協力要請 
８月 防災・緊急対策委員会の開催 

１０月 ｢地震の見張り番｣設置 
１１月 防災備品の購入、整備 
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３ 実践の成果 

（１）実践委員会の開催に係る成果 
防災教育アドバイザーをはじめ、大分県教育庁体育保健課、別府市教育委員会スポーツ健

康課、別府市役所危機管理課、別府市消防局消防課の実践委員より専門的な立場からの助言

を、地元自治会の実践委員より地域の実情からの貴重な助言をいただいた。 
本年度の火山噴火に係る防災教育の概要、実施計画についての助言をとおして、実施計画

の見直し作業が円滑に進み、防災教育・防災体制を進める基盤を固めることにつながった。 
「７２時間をどう生き延びるかを考えることが必要」「避難訓練をおこなうことで、子ども

たちに普段と違う行動を理解してもらう」などの助言により防災教育の方向性について、「児

童生徒・教職員の家族どちらも大切。日常から家族とどのように連絡するのか確認を」「校内

の防災委員会に養護教諭を入れるべき」などの助言により具体的な指導内容の不備、改善点

他について確認することができた。さらには、防災教育・防災体制に係る成果と課題につい

て検討の後、来年度以降の方向性を確認、具体的な内容について示唆を得た。 
 

（２）安全（防災）教育手法の開発・普及に係る成果 
ア 防災教育の観点からの再評価、見直しをおこない、関連のある指導内容には（防）を

記入。教育課程全般、教育活動全体を通して、防災教育の観点から指導する基礎がで

きた。 
・例えば、「日常生活の指導」や「自立活動」の学習では、 

〔靴下や上靴を履いて過ごそう。→非常時の足元の危険 
回避〕〔マスクの使用に慣れよう。→安全、衛生面〕 

  「遊びの指導」の学習では（各学年でとりくむ「学級遊 
び」より抜粋）、〔水鉄砲遊び→日頃の遊びを楽しむ中で、 
ヘルメットの着用に慣れる〕。「音楽」の学習では（「身体 
表現」の題材より抜粋）、〔「がっちりガード」の曲で、頭 
をガードする時には、ヘルメットをかぶる〕など。     写真１ 「学級遊び」 

イ 各学部の児童生徒の実態に応じた授業を展開することができた。また、実際の指導の

場面で防災に関連する内容を取り入れた活動が意識できるようになった。 
〔〔小学部〕〕（資料１） 
【取組：防災教育（火山噴火避難訓練（資料２）の事前学習：２時間扱い）】 
題 目 『「火山」「噴火」って、なんだろう？』『火山噴火の避難訓練の練習をしよ 

う』 
成果と課題 
・２回の授業を通して、児童から、「噴火」「爆発」「こわい」「温泉」「（火山灰や噴石 

を触ったとき）ザラザラ、ゴツゴツする」等の発言があった。 
・２階の渡り廊下を通るときに、鶴見岳を見て、「今日は山がよく見えるよ」、「雲で見 

えないよ」、「爆発してないよ」等の会話が、ほぼ毎日あり、鶴見岳に関心をもつよ 
うになった。（６年生） 

・低学年、中学年の児童にはかなり難しい内容であったが、「温泉」や「地獄めぐり」 
に興味を示す児童も数名いた。今後も「火山噴火」に興味が持てるような内容を選 
んで継続して指導していく必要性を感じた。 
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〔〔中学部〕〕（資料３） 
【取組：生活単元学習】 
題材名 『鶴見岳・伽藍岳の噴火から、自分の身体や命を守ろう』 
成果と課題 
・各学年とも、実態に応じて教師や友だちと一緒にそれぞれのテーマで学習したこと 

についての発表ができた。また、他学年の発表についても興味深く見たり聞いたり、 
質問したりする姿も見られた。 

・今回は火山噴火に特化した防災学習として取り組んだが、『地震』や『台風』など 
生徒自身がこれまでに体験した自然災害と比べると、想像すること自体が難しい学 
習であったと感じた。 

・火山噴火で起こりうる『火砕流』『土石流』などについて映像を見てイメージでき 
る生徒もいる一方で、日常生活の中で特に気に掛けることなく存在している鶴見山 
が“火山である”という意識や理解についてはもう少し時間がかかるように思われ 
る。 

・生徒自身がこれまでに体験した自然災害と結びつけながら、災害時の行動について 
「安全」「避難」「命を守る」などの意識は高めることができたと思われる。今後も 
継続的に取り組む必要性を感じる。 

〔〔高等部〕〕（資料４） 
【取組：生活単元学習】 
題材名 『火山噴火の危険を知り、命を守るために大切なことを考えよう』 
成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・別府市の地形を映像で確認し、温泉地が 

ある場所には火山があることを知らせ、 

「防災マップ」で自分の家が被害地域に 

 入っているかを教師と共に確認した。    

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 「噴火による災害について 

映像を見ながら確認」 

写真３ 「プリントで振り返りの学習」 

写真４ 「簡易食器づくり」 写真５ 「非常食体験」 
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写真６ 「段ボールパーティションでの生活空間作り」 

身近な段ボールでたたみ１枚分のパーティションを 

作り、体育館で生活体験を行った。 

段ボールの暖かさと床の冷たさの違いに気づき先生 

の質問に応じて暖かさ、堅さなどの視点から感想を 

発表した。 

仕切りのある空間で過ごすとき、避難所生活の困難 

さがわかり、避難所の広さ、暖かさ、プライバシーの 

面から感想を発表した。 

 

課題 

・初めての火山災害学習で噴火による災害は、イメージできたようであるが生徒の感想か 

らは鶴見岳が噴火するというイメージにはつながっていないと感じた。 

・食器作りは、身近にあるもので簡単にできることには驚きを感じていたが、段ボール体 

験では避難所の生活をイメージできていないと感じた。 

・卒業時までに火山災害時の避難行動がイメージでき、社会に出て生活する高等部の生徒 

に自助の力を増やす取り組みを今後も継続していくことの必要性を感じる。 

 
ウ 火山災害のマニュアルの作成やそれに基づいた避難訓練の実施改善により、校内体制 

の基盤ができた。 
・災害地図、スクールバス（SB）運行時災害対応マニュアルを作成、SB 模擬訓練が実 
施できた。 

 
 
 
 
 
 
 

写真７ 災害地図            写真８ ＳＢ模擬訓練 

 
 

・噴火に係る避難訓練を実施、児童生徒の実態の把握、指揮本部の確認ができた。 
・非常食の試食、段ボールパーティションなど避難所体験ができた。 

別府市の地図上に児童生徒・市内在

住の教職員の居住地をマッピング 
透明シートに鶴見岳噴火時のガイド

マップによるハザードマップを作成 
常時職員室に設置し、非常事態に備

える体制ができた。 
スクールバス路線図・避難場所シー

ト、津波被害想定シートとも作成 
防災教育にも活用 

防災アドバイザーの木下氏を招き、全職員参加のもとス

クールバス運行会社の協力を得て噴火時の避難行動に

対するシミュレーションを行い、終了後３者による合同

検証会を行い。保護者対応の確認・SB 装備品の確認・

SB 避難経路の見直しができた。 
同時に自主登校生徒の避難シミュレーションも同時に

行うことができた。 
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・地震避難訓練を計２回実施できた（熊本地震の影響は大きく１月の避難訓練において 
も速報に強い緊張を示す生徒がいた）。 
 

（３）安全（防災）管理体制の構築・強化に係る成果 
ア 防災教育アドバイザーによる研修、職員の防災教育・防災管理の意識が向上した。 

 
 
 
 
 
 
 

写真９ 防災アドバイザーによる研修 
 

イ 先進地視察研修で、防災教育の意識を高め、資料の収集ができた。 
 
 
 
 
 
 

写真 10 先進地視察研修（島原市、桜島市） 
 

ウ 非常用食料の備蓄、防災メールの登録ができた。 
 
 
 
 
 
 

 
写真 11 非常用食料（一部） 

 
エ 防災無線の設置。ヘルメットの購入。ハンドマイク・防災ラジオ他、本部用具の整備 

ができた。 
写真 12「地震の見張り番」、ハンドマイク・防災ラジオ他 

 
 
 
 
 
 

「地震の見張り番」を設置することで、災害時には自動で全校放送が流れ迅速な対応が 
できる体制の整備ができた。 
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避難訓練やシミュレーションを実施する中で、不足していた装備品を確認し補充した。 
右側の写真は、SB の災害時に必要とされるシートベルトカッターと窓ガラス破砕ハン 
マーを SB に常備した。 

 
４ 課題など 

（１）実践委員会の開催に係る課題 
次年度以降、本年度のように防災教育アドバイザーを中心とした、助言を受けるなか自

由に意見交換ができる体制を維持することは難しい。国や県からの情報を基に別府市や自

治会と協議しながら、防災教育・研修の講師として招くなどの取組は継続していきたい。 
 
（２）安全（防災）教育手法の開発・普及に係る課題 

ア 噴火のイメージを持たせること、目的を持った主体的な避難行動を取らせる必然性。 
イ 適切な指導内容・方法、評価と関連させて繰り返し、継続するなかで日常的に意識さ 

せることが必要（複数年の研究・実践）。 
ウ 防災教育計画の実践をとおした全面的な見直し。 

・「個別の指導計画」に（防）の記入をすることの定着を目ざす。 
・日常の実践を通して各学部で身につけさせたい力の見直しをおこなう。 

「火山の恵み・湯の町別府の理解」を入り口に、地獄巡りの校外学習など「地域を 
知る」視点で再整理する。 

エ 避難訓練における本部の運用、SB の柔軟な回避行動、情報選択他の課題。 
・主体的な避難行動や指揮本部の指示・連絡内容に課題が残った。 
・噴火に係る避難であることが明確ではなかった。 
・地震の見張り番の計画的な使用により速報への緊張を減らす。 

 
（３）安全（防災）管理体制の構築・強化に係る課題 

ア 防災メールの登録は、約半数である。 
・実際に運用するなかで引き続き必要性を周知する。 

イ 整備された防災環境の活用を図る。 
・防災無線の警報、ヘルメットの着用学習などを計画・実施するなかで、整備された防 
災環境、防災用具を、児童生徒が無理なく利用できるようにする。 

ウ 引き渡し訓練が未実施のまま。 
・保護者や地域との連携に不十分な点があった。PTA 等において理解・協力を願う。同 

じような状況となる隣接する境川小学校との連携を視野に入れ、混乱の中でのスムー 
ズな「引き渡し」に向け、早急な検討が必要である。 

エ 防災に係る知識や技能の不足、主体的な避難所運営の重要性についての認識不足。 
・一般避難所と福祉避難所の違い、「福祉避難所の開設・運営マニュアル」の活用など 
について学習し、正しく理解するとともに自主的・主体的に防災・減災の体制・行動 
が取れるよう訓練する。 

オ「年間指導計画」「警備防災計画」「学校安全計画」の機能チェック及び行政との連携 
・各種マニュアルが、十全に機能するように、一人一人が危険をキャッチする感度を高 

め、情報を共有するなかで、的確な判断と迅速な行動の流れ、つながりを阻害する具 
体的な要因について明らかにし、適宜、改善する。 

・各種マニュアルを十全に機能させるためには、県の「福祉避難所開設・運営マニュア 
ル」との整合性を図り、別府市の防災担当者からのレクチャーを受けるなどする。 
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【実践事例】
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　　実践事例１０　防災講演会及び避難所生活体験

　　　　　　　                           大分県立中津支援学校
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資料  

（２）大分県の気象と災害に関する資料 
 
 
 



 



大分県の気象と災害に関する資料  協力  大分地方気象台・県砂防課   

 
１ 大分県の気象特性 
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２ 災害の要因 

 

 

 

南西風（梅雨前線）西部主体 

南東風（低気圧や台風の前面） 

南東部沿岸主体 
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1977 1989 平均

73.6 回 

1990 2002 平均

83.0 回 

2003 2015 平均 

105.9 回 

 約 1.4 倍に増加
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急な大雨 雷 竜巻などの激しい突風 

親水公園の急な増水 

神戸市提供 

平成 20 年 7 月 28 日  
神戸市都賀川 

平成 21 年 7 月 19 日 岡山県美作市

の竜巻被害 

14：40～14：50 の 10 分間で 

水位が 134cm 上昇し、児童 5 名が死亡。
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３ 水害と土砂災害 

 

   

    

 

 

河川への木材の流入（竹田市） 

撮影 気象庁

白川はん濫（熊本県熊本市） 

提供 九州地方整備局 

山腹崩壊による土石流（熊本県阿蘇市）
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 ○⼤分県の地形の約７割が⼭地

土砂災害危険箇所数 
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４ 地震と津波 

 

 

 

  

 

1964 年 アラスカ湾 Mw 9.21952 年 カムチャッカ半島 Mw 9.0

2011 年 東北地方太平洋沖地震 Mw 9.0

2004 年 インドネシア、スマトラ島北部西方沖 Mw 9.1 

1960 年 チリ Mw 9.5

Mw（モーメントマグニチュード）：岩盤のずれの規模（ずれ動いた部分の面積×

ずれた量×岩石の硬さ）をもとにして計算したマグニチュード 
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日本列島は、４つのプレートの境界に

あたり、地震の多発地域となっている 

・発生間隔が長い 

 （1000 年～1 万年程度） 

・生活圏の直下で  発生 

 するため、被害甚大 

・活動間隔が短い

・海底が隆起し、 

  津波発生 

・発生間隔が短い 

 （数十年～数百年程度） 

・海底が隆起し、 津波が 

発生することもある 

深い場所で発生する地 

震は、海底での隆起・ 

沈降が起こりにくいため 

津波は発生しづらい 

海溝型地震 
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※ Mw（モーメントマグニチュード）：岩盤のずれの規模（ずれ動いた部分の面積×ずれた量×岩石の硬さ）

をもとにして計算したマグニチュード 

※
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別府湾の地震（慶長豊後型地震） 

による震度分布図 

別府湾の地震（慶長豊後地震）による津波波高分布図 

（満潮位におけるT.P.（東京湾平均海面）からの高さ） 
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地震発生 

14：46 

津波の 

始まり 

16：15 

第一波 

183cm 

最大波 

23：35 

239cm 

7 時間 20 分 

奥が狭いＶ字型の湾 

津波のエネルギーが湾の

奥に集中して波が傾斜地を

はい上がるため、平坦な海

岸よりも高いところあまで津

波が駆け上がる 

岬の先端 

津波は海岸線と平行に

なろうとする性質がある

ため、津波のエネルギ

ーが集中して津波が高く

なる 

川を遡上 

津波は河川を遡上すること

がある 

川の近くには近づかない 
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５ 火山と災害 

 

九州・山口県の活火山 

 

 

九州・山口県には、活動が活発な火山が集中しており、近年は桜島をはじめ雲仙岳（平成２年～８年）、

霧島山新燃岳（平成２３年）、口永良部島（平成２７年）、阿蘇山（平成２８年）で火山活動による災害

が発生しています。 

 大分県内には、鶴見岳・伽藍岳、由布岳、九重山の３つの活火山があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常時観測火山 
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大分県内の活火山 
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火山活動に伴う現象と災害 
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噴火警戒レベル 

 

 火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災機関や住民が「とるべき対応」を５段階に区分し

たもので、噴火警報及び噴火予報で発表します。 

 大分県内の活火山では、鶴見岳・伽藍岳と九重山に噴火警戒レベルが導入されています。 

火山灰について 
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